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朝日町では、平成22年までに住宅を新築又は
新築住宅を購入された方に奨励金が交付されます！
朝日町では、平成22年までに住宅を新築又は
新築住宅を購入された方に奨励金が交付されます！

広報あさひ/2011/11 7広報あさひ/2011/116

朝日町では、平成22年までに住宅を新築又は
新築住宅を購入された方に奨励金が交付されます！
　朝日町では、近隣市町にない独自の事業として、新築又は新築住宅を購入された方に奨励金
が交付されます。是非、この制度をご利用ください。

●対象住宅
　　居住の用に供するために新築住宅及び購入された新築住宅で、一世帯が独立して生活でき
　る構造を有するもの

●対象面積
　　居住用として用いられている部分（店舗兼用住宅の場合は、店舗部分は除く）

●奨励条件
　・本町の住民であること
　・居住地に係る町税（料）を滞納していないこと

●奨 励 額
　　住宅に係る固定資産税課税標準額（家屋）に税率を乗じた額の２分の１に相当する額

●交付期間
　　平成17年度から平成23年度までの期間中に新たに固定資産税（家屋）が課せられることと
　なった年度から３年間
　　平成23年度に固定資産税（家屋）が新たに課せられる方までが対象です！！

※『年度』とは、4月1日から翌年の3月31日までの期間

☆今年度対象者
　平成21年度から平成23年度に新たに住宅の固定資産税（家屋）が課せられる事になった方　
　（平成20年～平成22年までに家を建てられた方、また新築を購入された方が対象です。）

☆申請期限
　平成23年度分の固定資産税を完納後、平成24年3月9日㈮までに、手続きをしてください。

※手続き方法や制度についての問い合わせ先
産業建設課　TEL 377－5658　FAX 377－4543　

　国民年金保険料は、所得税及び住民税の申告において全額が社会保険料控除の対象となります。その年の1月1
日から12月31日までに納付した保険料が対象です。
　この社会保険料控除を受けるためには、支払ったことを証明する書類の添付が義務付けられています。
　このため、平成23年1月1日から9月30日までの間に国民年金保険料を納付された方については、「社会保険
料（国民年金保険料）控除証明書」が本年11月上旬に日本年金機構本部から送付されますので、年末調整や確定
申告の際には必ずこの証明書（又は領収証書）を添付してください。
　また、10月1日から12月31日までの間に今年はじめて国民年金保険料を納付された方については、来年の２
月上旬に送付されます。
　なお、ご家族の国民年金保険料を納付された場合も、ご本人の社会保険料控除に加えることができますので、
ご家族あてに送られた控除証明書を添付のうえ申告してください。
　「社会保険料（国民年金保険料）控除証明書」についてのご照会は、控除証明書のはがきに表示されている年
金事務所へお問い合わせください。

控除証明書専用ダイヤルもご利用いただけます。
　０５７０－０７０－１１７（ナビダイヤル）（IP電話、PHS電話は　03－6700－1130）
　＜受付期間＞　平成23年11月1日㈫～平成24年3月15日㈭
　＜受付時間＞　○月曜日～金曜日　午前8：30～午後5：15
　　　　　　　　　　月曜日（月曜日が休日の場合は火曜日）は午後7：00まで受付
　　　　　　　　○第2土曜日　　　 午前9：30～午後4：00
　　　　　　　　　　祝日、12月29日～1月3日は、ご利用いただけません。
　※ナビダイヤルは、一般の固定電話からおかけになる場合は全国どこからでも、市内通話料金でご利用いただけま
　　す。ただし、携帯電話の場合は、通常の通話料金がかかります。
　※ＩＰ電話、ＰＨＳ電話の番号におかけになる場合は、通常の電話料金がかかります。
　※「0570」の最初の「0」を省略したり、市外局番をつけて間違い電話になっているケースが発生していますので、
　　おかけ間違いにはご注意ください。

　給与所得者の所得税は、事業者が給与から「源泉徴
収」して、給与所得者に代わって国に納めています。
同様に、給与所得者の個人住民税は、事業者が給与か
ら「特別徴収」して、市町に納めることになっていま
す。

○所得税は源泉徴収しているけれど、個人住民税は特
　別徴収していないということはありませんか？
○原則として、パート・アルバイトを含むすべての従
　業員から特別徴収をする必要があります。
○税額の計算は市町で行いますので、所得税のように
　税額の計算や年末調整をする手間はかかりません。

従業員の皆さまには次のようなメリットがあります
○納税の手間が省けます。
○普通徴収が原則4回払いなのに対して、12回払いと
　なるので、1回あたりの負担が軽くなります。
　三重県と県内全市町では、個人住民税の特別徴収の
徹底に取り組んでいます。
　平成24年度の住民税より新たに特別徴収を希望する
事業者様は、平成23年分給与支払報告書総括表に「特
別徴収へ切替」と朱書きで記載の上、ご提出くださ
い。提出期限は1月31日です。 

【問い合わせ先：税務課　377－5655】
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お忘れはないでしょうか？
発行

　国民健康保険ご加入の世帯主に、納付もしくは口座振替さ
れた国民健康保険料（普通徴収分）の合計額をお知らせする
納付確認書（圧着ハガキ）を11月下旬までに郵送します。
　年末調整や確定申告にご活用ください。納付確認書の発行について

国民健康保険料
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